
下野市有財産土地及び主要建物一覧

延床面積（㎡） 建築年次 構　　造

1 国分寺庁舎 11,110.00 公民館敷地含む 3,268.64 昭和５５年７月 RC造・３階 建物

2 南河内庁舎 30,490.74
公民館・図書館敷

地・運動場含む
2,264.28 昭和４９年１１月 RC造・３階 建物

3 石橋庁舎 1,873.57 2,036.00
昭和３５年

平成４年増築
RC造・３階 建物

4 ゆうゆう館 17,384.73 4,781.00 平成１５年４月 RC造・平屋 建物

5 ふれあい館 16,683.00 3,744.12 平成９年５月 RC造・２階 建物

(周辺敷地全体） (116,036.88)
（ふれあい館敷地を

含む）
土地

6 きらら館 29,176.00 4,199.00 平成１２年４月 RC造・２階 建物

7 天平の丘公園 154,749.66 - 土地

8 国分寺運動公園 87,301.83 - 土地

9 大松山運動公園 69,247.17 - 土地

10 別処山公園 65,354.15 - 土地

11 旧石橋中学校 26,039.75 - 土地

区分

建　　　　　　　物

現地視察資料

建物ついては、主要建物の

面積のみを表示。倉庫・車

庫等の面積は除く。

地図

№
施設名称 敷地面積（㎡） 備　　　考



 

1.国分寺庁舎 

4.ゆうゆう館 

8.国分寺運動公園 2.南河内庁舎 

7.天平の丘公園 

9.大松山運動公園 

11.旧石橋中学校 

6.きらら館 
3.石橋庁舎 

5.ふれあい館 

10.別処山公園 





国分寺庁舎と都市計画道路の関係図 
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保健福祉センターふれあい館 
 
 



 

保健福祉センターきらら館 
 
 

 

 
 
 



（１）南河内庁舎の耐震診断結果について  

１．建物の概要 

昭和 49年 11月 15日 竣工 

鉄筋コンクリート造、地下 1階、地上 3階、述床面積 2,264.28㎡  

 

２．耐震診断の概要 

昭和 56 年建築基準法が改正され、地盤に対する構造設計の基準も変更された。これ

に基づき、改正以前に建てられた本建物について現在の基準法にあう耐震性能を有して

いるかを判断するため耐震診断を行った。 

 

３．診断結果の概要 

耐震診断は、建物の実際の配筋状況の確認やコンクリートの強度測定等の現地調査と、

調査結果に基づくコンピューターによる計算とを行い診断した。 

また、この診断結果は栃木県建築士事務所協会の耐震診断判定協会による判定結果で

ある。 

 

＜現地調査の結果＞ 

・建物の柱、梁の寸法、柱スパンは概ね設計書通りであった。 

・柱のハツリ調査において、使用鉄筋、配筋状況は概ね設計書通りであった。 

 

＜診断の結果＞ 

本建物は、建物中央に大スパンの吹き抜けがあり 2階が東西の 2つのブロックに分かれ、

吹き抜け上部には 3階議場が 2階の屋根より 2ｍほど高い位置に設けられている等、建築

構造的には非常に複雑な形状となっている。 

また、耐震壁が少ないことなどから柱や梁の随所にひび割れが見られる。 

この様な構造的特徴とコンクリート強度が低いことなどが影響し、耐震性の判定基準と

なる構造耐震指標（庁舎の場合 0.75以上）は 0.4～0.6となり、現在の基準に合った建物

とするためには、1階から 3階すべての階において後に示すような鉄骨ブレースの新設・

鉄筋コンクリート壁の増設等の補強が必要となった。 

 



４．補強計画 

1階    鉄骨ブレース新設（Ｈ鋼）  ８箇所 

鉄筋コンクリート耐震壁増設 １箇所 

2階    鉄骨ブレース新設（Ｈ鋼）  ８箇所 

2階～3階 既存梁の改造       １０箇所 

3階    鉄骨ブレース新設（Ｈ鋼）  ２箇所 

 

５．補強工事費及び改修工事費 

・補強設計費    ７，０００，０００円 

・補強工事費  ３８７，４５０，０００円 

・改修工事費  １０８，１５０，０００円 

合   計  ５０２，６００，０００円 





（２）合併特例債について（抜粋） 

１．合併特例事業について 

新市がまちづくりを推進するために、市町村建設計画に基づいて行う事業や基金の積

立に要する経費のうち、特に必要と認められたものについて、その財源として地方債（合

併特例債）を起こすことができる。 

合併特例債は、平成 11年度に創設されましたが、平成 14年度には、制度が拡充され、

地方公営企業に係る事業も対象となるとともに、合併前に行われる事業（合併前事業）

も対象となりました。 

①合併前に行われる事業（合併推進債） 

②合併後に行われる事業（合併特例債） 

 

２．合併後に行われる事業（合併特例債）について 

①名称 

市町村合併特例事業（合併特例債） 

②法的根拠 

合併特例法第11条の2 

合併推進債と異なり、合併特例債は、合併特例法という特別法に基づく地方債です。

地方財政法第5条各号に規定する経費に該当しないものについても、地方債をもってそ

の財源とすることができ、合併推進債よりも対象事業の範囲は広いといえます。 

③対象事業 

補助・単独の別 

補助事業又は単独事業 

④事業の内容 

新市が市町村建設計画に基づいて行う、特に必要な次に掲げる事業（地方公営企業

（上・下水道事業及び病院事業に限る。）に対する出資・補助を含みます。） 

○新市の一体性の速やかな確立を図るために実施する公共的施設（公用施設を含む）の

整備事業 

○新市の均衡ある発展に資するために実施する公共的施設の整備事業 

○新市の建設を総合的かつ効果的に推進するために実施する公共的施設の統合整備事業 

○新市において地域住民の連帯の強化又は旧市町村単位の地域振興のために設ける基金

の積立 

⑤事業期間 

合併年度及びこれに続く１０か年度 



⑥財政措置 

充当率 ９５％ 

交付税算入率 ７０％ 

【財源フレーム】 

一般
財源

（5％）

対象外事業費

一般財源

元利償還金の70％を普通交付税で措置

対象事業費

合    併    特    例    債

 （  充  当  率  ９５  ％  ）

 

 

３．庁舎の新築に関する利用 

庁舎建設には、通常は一般単独・一般事業債が充当されますが、市町村建設計画に基

づいて庁舎を新築する場合には、合併特例債を財源として充当することができます。 

①標準面積・標準単価について 

合併特例債を充当し庁舎を建設する場合であっても、一般単独・一般事業債を充て

る場合と同様に、起債対象事業費は標準面積及び標準単価に基づいて算出した額の範

囲内となり、標準面積や標準単価を超えた部分については起債対象となりません。 

②既存施設の解体工事に要する経費について 

原則として、既存施設を撤去しなければ、施設の新増築ができない場合等新施設の

建設事業を実施するために直接必要と認められる場合で、かつ、当該年度に新施設の

建設事業を行うもの及び次年度に新施設建設が確実に行われる見込みのものについて、

新施設の建設事業と一体の事業として該当の事業債の対象となるものです。したがっ

て、跡地利用計画がなく更地にする場合等、新施設の建設事業と一体として実施する

ものではない解体工事については起債対象とはなりません。 

③現在地から移転して庁舎を新築する場合の用地取得費について 

移転先の用地を取得する財源は、自己財源で確保することが望ましいのですが、当

該移築に係る庁舎跡地が「公用又は公共用施設用地に供される場合」には、実情を勘

案し、当該庁舎移築先の用地の取得について対象とする場合もあります。 

④旧庁舎を新たな公共施設として活用する場合について 

旧庁舎を改造して新たな公共施設として活用する場合、この公共施設の整備が市町

村建設計画に基づくものであり、かつ改造工事が大規模なものとなる場合には、合併

特例債の対象となります。なお、改造工事が単なる維持・補修的な工事には起債対象

とはなりません。 



標準面積・標準単価について 

【標準面積】 

摘　　要

(ｱ) 事務室 　４．５㎡×（換算職員数） (a）職員数は常勤職員の現在数

　［職員数換算率］ 　である。

　○人口５万人以上50万人未満の市町村 (b)一般事務室のほか応接室を

　　特別職（三役） 20 　を含む。

　　部長・次長級 9 (ｃ)事務室内に定位置をもたない

　　課長級 5 　ものは含まない。

　　課長補佐・係長級 2 (d)一般職員のうち製図者に対す

　　一般職員 1 　る換算率は1.7とする。

　○人口５万人未満の市町村

　　特別職（三役） 12

　　部長・次長級 ー

　　課長級 2.5

　　課長補佐・係長級 1.8

　　一般職員 1

(ｲ) 附属面積

倉庫 　事務室面積の１３％

本庁において直接使用する自動
車に限る。

(ｵ） 議事堂 　３５㎡×（議員定数）
議場のほか、委員会室、議員控
室を含む。

(ｳ) 玄関、広間、廊
下、階段等の交通部
分

　(ｱ)から(ｲ）までの各室面積合計の４０％

(ｴ） 車庫
　１台につき２５㎡（地下車庫の場合は１台
につき５０㎡）

室　　名

会議室、電話交
換室、便所、洗面
室、その他諸室

 ３５０㎡を最小とする　７㎡×（全職員数）

面　　積　　基　　準

 

【標準単価】 

　鉄筋コンクリート　４階建以下 165,700 円

　鉄筋コンクリート　５・６階建 177,600 円

　鉄筋コンクリート　７階建以上 200,500 円

庁　　舎

区　　　　　　　　分 建　　築　　費

 

 




